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4修士論文要旨

政府の減価償却費による投資減税は企業の投資を促進するのか

山根 節 高橋 大志

渥美 健人80930025

村上裕太郎

設備投資は景気変動の主要な要因となっており、経済、景

気変動において大変重要なものである。経済を安定成長させ

ることは政府にとって重要な目標の一つであり、その安定成

長を実現するための具体的な政策のひとつとして減価償却制

度を通じた投資減税がある。

私は、減価償却制度を通じた減税制度が企業の投資を促す

効果は限定的であり、景気回復の一助とはならない、と仮説

を立てた。その理由は、投資の意思決定には将来の売り上げ

見通しが重要な要素であり、景気が悪化している状況下で投

資減税が行われても企業の予測する売上見通しは芳しくない

ことから、投資減税によって企業の投資を増加させることは

難しいと考えるためである。

仮説の検証方法は、企業の財務データをもとに、企業の有

形固定資産投資を被説明変数、減価償却費およびその他の財

務指標を説明変数として回帰分析を行い検証を行った。

検証の結果は仮説と異なり、政府の減価償却費による投資

減税は企業の有形固定資産投資を増加させる効果を持つこと

が示された。しかし、減価償却費による投資減税が増加させ

ている有形固定資産投資は更新・維持・補修投資であり、積

極的な生産能力増強のための投資ではないことが、経済産業

省が行っている「経済産業省企業金融調査」等より推測される。

本論文の結果によれば、2011 年度税制改正大綱が企業の

投資に与える影響は、増加に働く要素と減少に働く要素がと

もに含まれたものとなっていることがわかる。


